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＜経緯＞
 平成29年3月に現行計画を策定。

 令和３年度に、現行計画改定に向けた情報収集・整理
を行い、見直しが必要な項目を抽出。

 令和４年度に、同項目に関する具体的な内容を検討し
、ブロック行動計画第2版（案）、第2版概要版（案）
を作成して、第16回協議会において提示。

ブロック行動計画改定に係る
追加検討結果

資料４

今年度は協議会での意見等をふまえた追加検討を行い
、ブロック行動計画第2版、第2版概要版を策定する。

※本日の検討結果は、今後精査予定です。
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今年度の追加検討事項

① 新しい推計式による災害廃棄物発生量の推計

② 廃棄物処理施設の処理可能量の見直し

③ 災害廃棄物発生量と処理可能量の比較による、処理
期間や仮設処理施設の設置検討

④ し尿発生量、し尿処理施設の能力等の比較

※①②④は行動計画に反映（③は協議会での報告のみ）
※①に伴い、仮置場必要面積についても更新
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①新しい推計式による災害廃棄物
発生量の推計

 令和5年4月に災害廃棄物対策指針 技術資料が改定され、災害廃
棄物発生量の新しい推計式が示された。

 ブロック行動計画で対象とする３つの災害の災害廃棄物発生量
を、新しい推計式により算出した。

＜対象災害＞
【内陸型地震】月寒背斜に関連する断層
【海溝型地震】日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震
【水害】 H28豪雨相当

※なお、月寒背斜に関連する断層については、平成23年6月に設定
した被害想定の建物被害を用いていたが、地域防災計画に基づき
同地震の平成30年2月公表の被害想定の建物被害により推計を行っ
た。

○ 概要



4

新しい推計式（災害廃棄物対策指針技術資料1/2）

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技14-2】
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新しい推計式（災害廃棄物対策指針技術資料2/2）

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技14-2】
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推計結果

水害シナリオ
日本海溝・千島
海溝沿いの巨大
地震

月寒背斜に関す
る断層の地震

3.41,744590柱角材

3.45,81667可燃物

8.510,308855不燃物

11.914,1753,181コンクリートがら

0.61,02981金属くず

0.51,372130その他

-27,0540津波堆積物

11.5--土砂

39.861,4984,904合計

行動計画資料p2
※仮置場の必要面積 行動計画資料p15についても更新

（単位：千t）
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○ 令和４年度との推計結果の比較
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②廃棄物処理施設の処理可能量の
見直し

○産業廃棄物焼却施設
・製紙工場及びセメント工場の焼却施設の活用を検討。
・中間処理のうち、焼却のみを対象として処理可能量を推計した。
（昨年度は、焼却以外の処理方法を含む中間処理量を基に算出）

○産業廃棄物最終処分場
・管理型のみを対象として処理可能量を推計した。
（昨年度は、安定型、遮断型を含む最終処分量を基に算出）

 昨年度のブロック協議会のご意見等をふまえ、以下の追加検討
を行い、廃棄物処理施設の処理可能量を見直した。

※一般廃棄物焼却施設は、休止施設を推計対象外として処理可能
量を見直した。

○ 概要
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検討及び見直し状況

○産業廃棄物焼却施設
・製紙工場及びセメント工場の焼却施設の活用を検討。
⇒昨年度の産業廃棄物焼却施設の処理可能量は、産廃の許可を有す
る製紙工場及びセメント工場のデータが含まれていた。
許可を有していない焼却施設の災害時の活用については、今後個別
にヒアリングを行う予定。【今年度継続】

○産業廃棄物焼却施設
・中間処理のうち、焼却のみを対象として処理可能量を推計した。

○産業廃棄物最終処分場
・管理型のみを対象として処理可能量を推計した。
⇒推計結果は次頁参照
推計方法は、昨年度と同様（災害廃棄物対策指針に基づく）

※処理期間は2.7年とする。

試算シナリオの設定（産業廃棄物処理施設）
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推計結果

北海道

85焼却施設（廃プラスチック類、その他）

470最終処分場（管理型）

（単位：千t/2.7年）

行動計画資料p8
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○ 令和４年度との推計結果の比較
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③災害廃棄物発生量と処理可能量
の比較

行動計画資料p11～p14
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③処理期間や仮設処理施設の設置
検討
○ 概要

 災害廃棄物発生量に対し、想定災害によっては道内の廃棄物処
理施設で３年以内に処理を完了できないことが確認された。こ
のため、下記の事項について検討を行った。

○道内の既存施設を活用した場合の処理期間

○処理期間を３年とした場合の仮設施設の必要基数

※日本海溝・千島海溝については、市町村ごとに大きい被害を抽出
し、振興局、地域、道で足し合わせているため、モデルごとに算出
した場合の発生量は少なくなる見込み。【次年度以降、継続検討】



16

道内の既存施設を活用した場合の処理期間

○ 可燃物

単位
日本海溝・千島海
溝沿いの巨大地震

千t5,816可燃物発生量

千t/年234
処理可能量
一般廃棄物焼却施設 高位シナリオ

①

千t/年623
処理可能量
一般廃棄物焼却施設 公称能力最大

②

千t/年32
処理可能量
産業廃棄物焼却施設 高位シナリオ

③

年22処理期間①＋③

年9処理期間②＋③
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○ 不燃物

単位
日本海溝・千
島海溝沿いの
巨大地震

月寒背斜に
関連する断
層の地震

千t10,308855不燃物発生量

千t/年5959
処理可能量
一般廃棄物最終処分場 高位シナリオ

①

千t/年－－
処理可能量
一般廃棄物最終処分場 公称能力最大

②

千t/年174174
処理可能量
産業廃棄物最終処分場 高位シナリオ

③

年17615処理期間①

年444処理期間①＋③
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仮設焼却炉の必要基数の推計方法

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技21-2】
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推計結果
備考パターン②パターン①単位

5,000,0004,000,000ｔ処理対象量

1.51.5年処理期間

9,1327,306t/日
計画年間
日平均処理量

年間稼働日数280日、
調整稼働率0.96

12,4019,921t/日必要処理能力

300t/日4234基
仮設焼却炉の
設置基数

※処理対象量は、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の可燃物の発生量を
参考に設定

可燃物 ：5,816千t
処理能力： 632千t/2.7年・・・一般廃棄物焼却施設 高位シナリオ

1,681千t/2.7年・・・一般廃棄物焼却施設 公称能力最大
85千t/2.7年・・・産業廃棄物焼却施設 高位シナリオ
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【参考】東日本大震災（岩手県及び宮城県）における仮設焼却炉の設置事例

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技21-1】
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仮設破砕機の必要基数の推計方法

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技21-2】
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推計結果
備考パターン②パターン①単位

2,000,0001,000,000ｔ処理対象量

1.51.5年処理期間

3,6531,826t/日
計画年間
日平均処理量

年間稼働日数287日、
調整稼働率0.96

4,8392,420t/日必要処理能力

200t/日1713基
仮設焼却炉の
設置基数

※処理対象量は、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の柱角材の発生量
(1,744千t)を参考に設定
※道内の木くずの破砕施設は、26,151千t/2.7年（9,686千t/年）と算出さ
れており、これらを活用する方法もある。
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【参考】東日本大震災において導入された海外の破砕機の例

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技20-1】
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④し尿発生量、し尿処理施設の
能力等の比較

 令和4年度末時点のブロック行動計画第2版（案）では、「廃棄
物の発生量に加え、避難者や断水世帯の発生により生じるし尿
の処理についても検討を行うことが望ましい」とされていた。

 し尿発生量及びし尿処理施設の能力等を算出し、比較した。

○し尿収集必要量：
避難所、断水エリア、計画収集エリアで発生するし尿
災害廃棄物対策指針に基づき推計

○し尿処理施設の処理可能量（余力）：
処理可能量 ＝ 公称能力 － 通常時の処理量
（一般廃棄物焼却施設の処理可能量の推計に同じとした）

※日処理能力についても算出

○ 概要
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し尿収集必要量の推計方法

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技14-3】
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日本海溝・千島海
溝沿いの巨大地震

月寒背斜に関連
する断層の地震

353328避難者数（千人）

1,1472,271し尿収集必要量（kL/日）

2,655処理能力し尿処理施設
（kL/日） 1,112処理可能量

行動計画資料p16【新規】

推計結果
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